
第６号議案

平成２３年度 事業計画（案）

（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日）

基 本 方 針

平成２３年度の公益法人認定申請に向け最終的な対応を図ることを最重要課題と位置づ

け、公益法人として不特定多数の者の利益の増進に寄与する事業を積極的に推進する。

ことに将来の日本を担う子供たちに対する教育活動を展開するとともに社会全体として、

税の役割等についての正しい理解を深めるための租税教育の充実を図る。

また、よき経営者をめざすものの団体として国政の健全な運営に資する納税道義の高揚

はもとより、税制、税務に関する提言及び調査・研究を行い、もって適正・公平な申告納

税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与する。

併せて、会員減少に歯止めがかからないことに強い危機感をもち会員増強運動の推進に

よる組織の拡充強化に加え法人会ならではの福利厚生制度や貸倒保証制度を推進し、財政

基盤の充実を図る。

税のオピニオンリーダーとして環境変化への対応や、景気の悪化、グローバル化、少子

高齢化の進展・経済システムの急速な変革等多くの課題への対応が強く迫られている地域

企業の経営安定と社会福祉の充実に向け、「国の活力は地方から」の考えを基に、地域の一

員として地域社会の健全な発展を目指し次の事業を行う。

事業計画

１．公益法人制度改革関係

（１）公益法人制度改革への対応と認定申請

（２）公益法人新会計基準への取り組み

２．税の啓発、知識の普及、納税意識の高揚関係

（１）税に関する研修会の開催

（２）e－Tax の利用促進（ｅ－Ｔａｘ一声運動の推進）

（３）役員企業におけるｅ－Ｔａｘ利用目標１００％

（４）租税教育事業活動

（５）税務当局との密接な連絡と信頼関係の増進

３．税制及び税務に関する調査研究、提言関係

（１）上部団体と連携した一貫性のある税制改正要望運動の展開

（２）税制・税務の調査研究

（３）税制改正要望全道大会小樽大会の開催

４．地域企業の健全な発展、地域社会への貢献に寄与する事業関係

（１）経営支援及び健康、環境に関する研修会・講演会の開催

（２）地域社会貢献事業活動

（３）地域イベントへの協力
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５．広報関係

（１）「ほうじん」「ほうじんだより みんなの税」等の機関紙の発行

（２）インターネットホームページの随時更新並びに関連事業の推進

（３）税務署行事並びに税情報の発信

（４）税務、経理、経営に関する資料の配布並びに出版物の斡旋

  （５）インターネットセミナーオンデマンドの配信

６．組織強化と整備関係

（１） 組織の拡充強化、加入率の向上

（２） 各委員会、女性部会、青年部会の活発化と事業の推進

（３） 役員会並びに委員会、地区会との相互の連携強化

７．福利厚生関係

（１）大型保障制度の推進

（２）経営保全プラン制度の推進

（３）がん保険制度の推進

（４）貸倒保証制度の推進

（５）各種共済制度の普及

（６）その他会員の福利厚生に関すること


